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	資金繰り表の作り方


１　なぜ、資金繰り表を作らなければいけないか。

昨今の景気低迷に伴い、融資環境はどんどん厳しくなっています。

中小企業においては、悪化する融資環境下で、確実に融資を受けることができるかどうかが最重要課題となっています。

運転資金の融資を申し込むと決算書や試算表以外に「資金繰り表を提出してください」と金融機関から言われることが増えてきました。
なぜなら、資金繰りの管理をきちんとしない事業者に対して、運転資金を融資したとしても、結局、資金が足らなくなり廃業を余儀なくされるケースが大幅に増えているからなのです。

「勘定あって銭足らず」という言葉があるように、決算書や試算表では、売上・利益もそこそこ得られているのにも関わらず、資金繰り上でお金が足らなくなり倒産してしまうことというのはありえる話なのです。
今日のセミナーでは、資金繰り表の作り方をお伝えすると同時に、この講座を受講されているみなさんが、「資金繰り表作成セミナー」ができるようになっていただくという目的がございます。

従いまして、みなさんにとっては、簡単すぎる内容のところもあると思いますが、そこは我慢して聞いてください。

資金繰り表を作らなければならない理由として３つあります。

一つ目の理由は、「資金調達に支障をきたすようになるから」です。

私は、資金調達コンサルタントとして多くの金融機関とおつきあいさせていただいています。

そこから感じることは、最近の金融機関は資金繰りを今まで以上にとても気にしているということです。逆に言えば、資金繰りをきちんとしていない事業主は、これから融資を受けることが難しくなってきています。
中小企業にとって、景気低迷状況が続いていることから、資金繰りが苦しくなっている中小事業主もどんどん増えています。

そういった中小企業が運転資金を調達する場合は、審査の目が厳しくなっています。

　「以前、融資した資金はどう消えていったのか」

　「無駄に使った資金はないのか」

　「資金繰りの管理はきちんとできているのか」

　「これ以上、融資しても大丈夫な先であるのか」

といったことを特にチェックするようになります。
金融機関にとって、融資先の資金繰り管理の姿勢を一目で見抜くことができる資料が資金繰り表なのです。

信用できる事業主であれば資金管理をキチンとしており、資金繰り表を作成していますが、ほとんどの中小企業は資金繰り表を作っていません。
資金管理をキチンとしている事業主は、金融機関から「資金繰り表を提出してください」と言われてすぐに提出できるので「管理体制がキチンとしている信用できる事業主」と見なされ高い評価を受けます。
ところが、資金繰りの管理がキチンとできていない事業主は、いきなり金融機関から、資金繰り表の提出を求められても、作り方もわからないため、あたふたしてしまい、結局は提出までに時間がかかります。
このような事業主に対しての融資は、金融機関も躊躇してしまいます。

ということから、資金繰り表を作成していない事業主にとって、融資に対するハードルが高くなるというわけです。

資金繰り表を作らなければならない二つ目の理由は、
「事業にとっての危険信号を早めに察知し対処するため」
なのです。
手形や小切手を振り出している事業主は、当座預金の残高が足りなくて決済ができなければ不渡りが発生してしまいます。

なんとなくしか資金繰り管理をきちんとしていない場合は、取引先の倒産や、売掛金の不払いなどの不慮の事態があればたちまち資金繰りが詰まってしまう可能性が高くなります。
そういった不慮の事態にも対処できるようにするためには、あらかじめ危険水域を知っておく必要があります。

売上や利益が下がっている場合、どの経営者も、その事実はすぐ理解できるのですが、資金繰りへの対策については、どうしても後手後手にまわるケースが多いのです。

なぜなら、売上や利益が減少していることが資金繰りに影響を与えるまでタイムラグがあるため、そのときにはピンとこず、結果的に、傷が拡大したときにやっとあわてて対処するからなのです。　
実際に、私のところに「資金繰りが詰まってに困っています」と、多くの中小・零細企業の事業主が相談に来られるのですが、その9割が、もう手の打ちようがない状況で来られるます。

せめて、3ヶ月前に相談してもらえれば、取引先への交渉や、金融機関へのネゴシエーション、経費削減の見直しなど打つ手のバリエーションがいくつかあったのに、今となっては、それらがほとんどできないという状況になっているということはとても多いのです。

資金繰り表を作っていれば、危険水域はあらかじめわかっているため、早め早めに手を打つことができる。つまり、会社を倒産させないために資金繰りはしっかりとする必要があるのです。

３つめの理由としては、「資金の有効利用による利益率アップができるから」ということなのです。

資金繰りをしていると、資金が足りないと即借入申込みが必要と考えてしまうものですが、借り入れすることだけが資金繰りというわけではありません。

借入をすると当然そこには金利がかかってきます。この金利は利益を減少させる要因となります。

資金繰りという行為の中には、売掛金回収、買掛金や経費の支払のタイミングをずらすということも含まれています。

また、手形はいつ割り引くかによって割引料の金額は増減します。必要もないのに早めに割り引けば割引料は増えますし、ギリギリのタイミングで割り引けば、割引料は少なくてすみます。

さらに、会社の成長を進めさせるときにも資金繰りは重要となります。

設備投資や事業拡大をするときに、大量の資金が必要となります。
このための借入金はいくら必要なのか？
どのくらいの期間で返済するのか？
という経営判断をするときに資金繰りは重要な経営情報となります。

間違った経営判断を行なえば多くない利益はすぐさま吹っ飛んでいきます。
そうしないためにも、資金繰り表を作成して、資金繰り管理をキチンとすることが重要になります。

２　資金繰り表のフォーマット
資金繰り表には決まった形がありません。
金融機関にいけば、その金融機関で使用しているフォーマットをもらえますが、それが使いづらいようなら、事業主が最も使いやすい形で構いません。

金融機関の担当者も提出されたフォーマットが自分たちの使用しているフォーマットでなくても、対応してくれます。

きちんとした形の資金繰り表が何らかの形であればよいのです。

今回の目的は「できるだけ簡単に資金繰り表の作り方をマスターする」ということですので、出来る限り単純なフォーマットにしました。

足し算と引き算だけできれば、資金繰り表は完成します。

【図表１】をご覧ください。
資金繰り表を作る前に知っておいてほしい用語があります。まず、それらの用語の意味を確認しましょう。

１．商売に関する収入
前月繰越　：　前月末に残っていた現金残高
現金売上　：　現金でその月に入金される金額
売掛金回収：　売掛金がその月に入金された金額
手形期日落：　手形が期日になり入金された金額
雑収入　　：　受取利息等
２．商売に関する支出
現金仕入れ支払い：　仕入れの時点で現金で支払った金額
買掛金支払　　　：　その月に支払った買掛金の金額
クレジット引落し：　その月のクレジットカードの引落し金額
手形決済　　　　：　支払手形が期日になりその月に当座から支払われた金額
給料　　　　　　：　その月に支払った給料の金額
経費　　　　　　：　その月に支払った経費の金額
利息・割引料　　：　その月に支払った利息・割引料の金額
３．資金調達に関する収入
手形割引　　：　その月に受取手形を金融機関で割り引いて現金化した金額
借入金　　　：　その月に金融機関や事業主等から借入をした金額
４．借入金返済に関する支出
借入金返済　：　その月に金融機関や事業主等に返済をした金額

３　資金繰り表作りの手順・ポイント【フェイズ１：日繰り表】
資金繰り表をつくるためには、いくつかのステップが必要となります。

ひとつめのステップとしては日繰り表をつけることです。
日繰り表とは、一定の項目（現金売上、売掛金回収、借入入金、等）をひとつの取引ごとに資金残高がわかるように作成した表をいいます。
日繰り表の残高は絶対にマイナスになることはありません。なぜなら、マイナスになった瞬間に支払いができなくなるため、その前に金融機関や事業主から必ず借入をしているはずだからです。
わかりやすくするために、項目は前月繰越、次月繰越、現金売上、仕入支払、給料、経費の6項目とします。家計簿と同じように、残高（現金＋預金）が実際の金額になるようにつくっていくことが重要です。
【図表２　1月～3月日繰り表】をご覧ください。
この表なら日々の現金・預金の動きと残高はわかりますが、月ごとや項目ごとの合計金額がわかりづらいので、月ごと項目ごとに集計して一つの表として作り直してみます。

それが、その下にある【図表２　1月～3月合計日繰り表】です。
現金売上は1月4,000千円、2月3,000千円、3月4,400千円となっていて、それに対して現金仕入れ支払いが1月2,000千円、2月1,500千円、3月2,200千円と、この表なら、月ごと・項目ごとの推移が一目見てすぐにわかります。

この合計日繰り表が「資金繰り表」となります。

実際には、現金売上や現金仕入れ支払いが月に一度ということはなく、何度も出てきますし、経費もいろいろな項目があるため、もっともっとでてくる回数は増えます。

この例では、売上入金という項目が月に一度しか出てきませんので、日繰り表から資金繰り表（一覧表）に作り替えなくても月ごと・項目ごとの売上入金をかんたんに出すことができますが、月に何度も同じ項目が登場すると、わかりにくくなります。

実際に使用する際には、下記のように書き込む欄を増やすことで現実的な対応ができます。
それが、【図表２　1月日繰り表・応用編】です。
４　資金繰り表作りの手順・ポイント【フェイズ２：手形管理表・売掛・買掛金管理表】

資金繰りを考える中で押さえておかなければいけないのが、売上や支払いの金額と、その入金時期、出金時期の管理です。
現金のみで取引している場合は、すべてその場で完結するために、入金時期や出金時期の管理はいりませんし、財務上と資金上のずれは発生しません。

しかし、売掛金や買掛金、それに手形取引がある場合は、売上額や支払額とその入出金時期がずれこんできます。
財務上は利益が出ているのに、お金が足りないようになるのは、そのずれが原因なのです。
そのずれを把握するために、【手形管理表】と【売掛・買掛金管理表】が必要となります。

【売掛・買掛金管理表】のつくりかた　
①現在残っている売掛金一覧表を作ります。

②売掛金一覧表から、回収予定月ごとに売掛金をまとめ、売掛金回収表を作成します。

③月あたりの合計金額を算出して回収額合計を把握します。

④同じ要領で買掛金一覧表と買掛金支払い表を作成し、月間支払い合計を把握します。
【図表３　売掛金一覧表・２月売掛金回収表・３月売掛金回収表】

【手形管理表】のつくりかた

①手形期日ごとに手形を集め月ごとの受取手形一覧表・支払い手形一覧表を作成します。
②月あたりの合計金額を算出して手形期日落額及び手形決済額を把握します。
【図表３　支払い手形一覧表・受取手形一覧表】

これら【手形管理表】と【売掛・買掛金管理表】によって、月ごとの売掛金・買掛金・手形による入出金状況を管理・把握することができます。

５　資金繰り表作りの手順・ポイント【フェイズ３：資金繰り表】

フェイズ１で【日繰り表】を、フェイズ２で【手形管理表】【売掛・買掛金管理表】を作成しました。

これらを作成する目的は、【各項目の月ごとの金額を把握する】ということなのです。
これまでに作った表から、毎月ごとの合計金額を転機するだけで、資金繰り表は完成します。

資金繰り表作成手順

1 いちばんはじめの「前月繰越」は、前月末の現金と通帳残高の合計を記入します。

2 日繰り表より、各月の「現金売上」「雑収入」「現金仕入れ支払い」「クレジット引落し」「給料」「経費」「利息・割引料」を転記します。

3 売掛金回収表より、各月の売掛金回収額を転記します。

4 買掛金支払い表より、各月の売掛金支払い額を転記します。

5 受取手形一覧表より各月の手形決済額を記入します。

6 手形割引を行なった月については、その月に割引した手形金額を記入します。
7 借入を行なった月については、その月に借入を行なった金額を記入します。

8 その月に返済した借入金返済額の合計を記入します。

9 「収入合計（F）」「支出合計（N）」「差引過不足（O）」「借入合計（R）」「差引過不足（Ｔ）」をそれぞれ図表１の説明に従って計算し、「翌月繰越額」を計算します。

以上の作業により資金繰り表は完成となります。

図表１の資金繰り表では、２月末時点での残高が2,390千円となっています。
3月の商売に関する収支が1,740千円のマイナスになっており、借入金返済が1,000千円あるため、3月分の現金・預金は前月に比べ2,740千円のマイナスになります。
あらかじめ、その資金不足を見越しておくことができれば、事前に金融機関に対して借入の申込みを行なうことができます。

この資金繰り表では、3月に7,000千円の借入を行なうことになっており、これによって、資金不足に陥ることをまぬがれるわけです。

資金不足になるぎりぎりのタイミングで、金融機関に対して融資を申し込んでも、担当者はよい顔をしません。

取引先の倒産や、急な不払い、突然の売上増といった不慮の事態によって運転資金不足となった場合は、担当者も「しかたがないなあ」と応じてくれます。

しかし、通常に商売をやっていていきなり「運転資金が足りない。貸してください。」と言ってきた場合などは、「資金繰りもきちんと管理できていないどんぶり勘定の事業主」と見られ、融資をするには慎重を期する必要のある先と判断され、今後の融資取引が難しくなることがよくあります。
そういった困った事態を避けるためにも、資金繰り表はキチンと作成して資金繰り管理をしておくことをお勧めします。

大事なことは毎月日を決めて、資金繰り表を作ること。
毎日、ご自分の事業で忙しいこととは理解していますが、この資金繰り表を作るのも、とても大切な作業です。

1ヶ月のうち半日を資金繰り表の作成に裂いてみてください。

はじめは半日かかるかもしれませんが、慣れてくると、２～3時間ぐらいで作ることができるようになります。

毎月作り続けていると、ご自分の事業についての無駄が見えてきます。

その無駄を削減することができれば、利益は確実に増えます。

もしできるのであれば、毎月作成した資金繰り表をおつきあいのある金融機関に提出してみてください。

「資金繰り管理をキチンとしている先」と評価が高まり、金融機関とのよい関係が構築できるようになります。

資金繰り表をつくることで、目に見えるかたちで多くのメリットをうけるようになります。

とりあえず3ヶ月間だけでいいですから、資金繰り表をつくってください。

ご自分の事業に関して驚くぐらいの効果がでてくること間違いなしです。
もし、あなたのクライアントが、資金繰り表を作成していないのであれば、

「資金繰り表作成サービス」を提供することで、顧客単価を上げることができますよ。
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